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健康保険の保険料は、今まで全国一律で8.2％でしたが、9月から都道府県ごとの保険料率に移行します。介護保険料の変更はありません。

　また、厚生年金の保険料も9月から変更になります。この変更によって各保険料の内訳は下の表のとおりになります。

	
	事業主

負担
	本人負担
	合計


	健康保険

（千葉・埼玉）
	4.085％
	4.085％
	8.17％

	健康保険

（東京）
	4.09％
	4.09％
	8.18％

	介護保険

(40～64歳）
	0.595％
	0.595％
	1.19％

	厚生年金
	78.52%
	78.52%
	157.04%


社会保険の被保険者やその被扶養者が出産したときに支給される一時金は、38万円となっていますが、平成21年10月から42万円に引き上げます。（※産科医療補償制度に加入する医療機関等で出産した場合です。それ以外の場合は、35万円から39万円へ引き上げ）

　また、平成21年10月からは、出産育児一時金を協会けんぽから医療機関等に直接支払う仕組みに変わりますので、出産にかかる費用を事前にご用意いただく必要がなくなります。

　出産にかかった費用が出産育児一時金の支給額の範囲内であった場合には、その差額分を出産後、協会けんぽに請求いただくことで差額分を支給します。また、出産にかかった費用が出産育児一時金の支給額を超える場合には、その超えた額を医療機関等にお支払いいただくことになります。実際には以下のようになります。
①出産にかかった費用が出産育児一時金の支給額以上である場合、書類の提出は必要ありません。

②扶養の届出はこれまで通り行いますので、名前、生年月日、続柄等を確実に聞き取るようにしてください。

多くの会社では、正社員として本採用する前に、雇い入れ日から一定の期間を試用期間とします。勤務態度、能力、性格等、正社員としての適格性を判断する期間です。適格性に欠ける場合は、試用期間の延長又は解雇もあり得ます。社風や仕事に求められる能力等の面で、不適格な人材を会社が抱え込むリスクを回避するための制度です。試用期間の14日以内の解雇には、解雇予告手当を支払う必要はありません。
　試用期間は、「期間の定めがない雇用契約の開始当初に設けられた解約権が留保された一定期間」とされています。従って試用期間が満了しても当然には雇用契約は終了しません。
　以上から、試用期間について以下の点で注意が必要です。

①試用期間満了と共に解雇
　　試用期間３ヶ月とした場合、３ヶ月経過後に解約を申し出ても即時に解雇できるものではなく、30日間の予告期間または30日分の解雇予告手当が必要となります。従って、試用期間の満了をもって解雇しようとするには、雇い入れ日から起算して、少なくとも2ヶ月経過前までには本採用するか否かを判断し、本採用しないのであれば試用期間中の社員に解雇予告をしておかなければなりません。

②合理的、客観的な理由のない解雇
本採用拒否も解雇に該当します。通常の解雇よりは解雇事由が広く捉えられてはいます。（例：わかっていれば採用しないであろう事実が明らかになった場合、等）しかし、「社会通念上相当として認められない場合は、その権利を濫用したものとして無効とする」とされています。解雇に値する事由に乏しいときや、会社側の注意・指導・管理等が十分でないときは、辞めさせることが難しい場合も生じます。

そうは言っても、辞めてもらう時は早い方が、お互いの為によいと私は思っています。

③試用期間中の雇用・社会保険の加入

　　加入要件を満たす場合、試用期間中であっても、正社員とすることを予定して採用した者については、雇い入れの当初から雇用保険、社会保険に加入させなければなりません。雇用保険や健康保険、年金には、一定期間の被保険者期間を必要とする給付もあるため、取得日の相違はトラブルの原因となり得ます。
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？
Ｑ；私は３人の従業員を雇用している会社の代表取締役です。社会保険に自分を含め４人が加入しています。労災の特別加入はしていません。この場合、私が仕事中に怪我をしても、労災保険から給付はでませんが、健康保険の給付を受けることはできるのでしょうか？
Ａ； 健康保険法では、業務外の傷病に対して保険給付を行うこととされているため、代表者に限らず、業務上怪我をしたときは、健康保険の給付対象とはなりません。

　中小企業の法人の代表者等は、労災の特別加入を行わないと労災の補償はされないため、業務上の事故にあった場合、100%自己負担で療養を受けなければいけません。
　しかし、以下の条件を満たす場合、健康保険の給付を受けることができます。

①社会保険の被保険者が５人未満である法人の代表者等であること

②一般の従業員と著しく異ならないような労務に従事している者であること
　今回の場合、社会保険の被保険者は４人であり、まず、①の条件を満たします。
他の従業員と同じ業務に従事している最中の事故であれば、②を満たすこととなるため、健康保険の給付を受けることができます。
　※傷病手当金（病気や怪我で４日以上労務不能になり給与が受けられない場合に、健康保険から給与の約2/3を受けられる制度）は支給の対象とはなりません。
現場で作業するような法人の代表者等が、休業の補償を受けることができるなど、災害の対策に対して万全を期するためには、労災保険の「特別加入制度」に加入することをお勧めします。
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